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ま え が き

 労働政策研究・研修機構（JILPT）は、毎年、韓国労働研究院（KLI）と共催で日韓両国

に共通する労働政策課題を取り上げて議論し、相互の研究の深化を図ることを目的に「日韓

ワークショップ」を開催している。2016年のワークショップは「女性労働問題：日韓比較」

をテーマに、6月3日東京で開催した。

 日本では1985年に男女雇用機会均等法を制定し、日本のそれまでの雇用管理を大きく転換

させるものとなった。その後も、男女雇用機会均等法の改正や、また、数次にわたる男女共

同参画基本計画等により、企業における女性の活躍を推進してきた。

 安倍総理大臣は、一億総活躍社会の実現を掲げ、女性も男性もそれぞれの能力を発揮でき

る社会の創設を謳っている。また、2016年4月からは、女性活躍推進法が施行され、大企業

は、女性の活躍推進に向けた行動計画の策定を義務付けられることになった。しかしながら、

欧米諸国と比べると、日本の女性活躍は進んでいる状況にあるとは言えない。

 本ワークショップでは、日韓ともに重要な課題となっている女性の労働の現状と取り組み

について、日本と韓国、両国の研究者がこれまでの研究成果に基づいて報告し、議論を行った。

 本報告書はワークショップの報告論文を収録したものである。本報告書が今後の両国の雇

用問題研究の一助となれば幸いである。

2016 年  9 月

独立行政法人 労働政策研究･研修機構

理事長 菅 野  和 夫
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